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特別論文

COVID-19を経験したわが国の健康危機管理の課題と展望日本公衆

衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会活動報告
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目的 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対応における健康危機管理の経験から，公衆衛生

の現場が向かうべき方向性と共有すべき手法を明確にし，現場と研究分野とが共有可能な展望

を示す。

活動方法 日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート（MR）委員会健康危機管理分野の

2021/22年度のグループ活動として 1) COVID-19対応，2) わが国と世界の健康危機，3)

オールハザード対応の健康危機管理体制の各課題についてモニタリングを実施した。また，第

81回日本公衆衛生学会総会でシンポジウムを企画し，1) 危機管理調整システム（ICS）の

COVID-19対応への導入，2) 厚生労働省コロナ本部地域支援班の経験によるレジリエンス強

化，3) 国立感染症研究所による COVID-19事例の疫学調査支援，4) 危機管理における各国

の法制度上の課題の 4 つの視点からの話題提供を踏まえて重要課題の整理と提言を行った。

活動結果 モニタリング活動により，1) COVID-19対応における保健・医療現場での業務継続を

可能にする仕組み・人材育成方法の構築，2) 安全保障やエネルギー，情報通信技術等に起因

する新たな健康危機対策の検討，3) 効果的効率的な保健医療資源の活用に向けたあらゆるハ

ザードを想定したリスクの把握と分野横断的な取り組みなどが今後の重要課題として整理され

た。学会シンポジウムでは，健康危機管理の現場である保健所や自治体の公衆衛生部門では，

繰り返す感染拡大による需要の急増に伴い全国的に業務が逼迫したことを確認した上で，1)

ICS の導入により全庁体制で効果的な対応を実現した地域もあったことから，全国で好事例や

工夫を集約・評価し，自治体の対応能力の向上につなげる仕組みが求められること，2) 保健

所におけるクラスター対策等の技術力の強化に加えて，将来の想定外の緊急事態に備えて自治

体全体を俯瞰する役割・機能が必要であること，3) オールハザード・アプローチの健康危機

管理に向け，法制度や仕組みのあり方についての学術的検討により現場レベルでボトムアップ

の人材育成や業務改善に取り組む重要性等の提言をとりまとめた。

結論 COVID-19対応の教訓を踏まえつつ未経験の健康危機への対応も想定した上で，オールハ

ザード・アプローチに基づく「危機対応の仕組みと人材」の向上のため全庁的な取り組みを全

国規模で推進することが必要である。

Key words健康危機管理，危機管理調整システム，多分野間連携，オールハザード，新型コロナ

ウイルス感染症，公衆衛生モニタリング・レポート委員会
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 は じ め に

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポー

ト（MR）委員会健康危機管理グループでは，わが

国の健康危機管理に関する実務と研究の観点から継

続的に報告を行ってきた1～3)。201719年度活動報

告「わが国における健康危機管理の実務の現状と課
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題」では，大規模災害時等の健康危機管理の実務活

動の充実に向けて，健康危機管理の共通基盤および

公衆衛生以外の分野を含む分野横断的な連携や，健

康危機管理に共通の考え方・手法の確立の必要性を

指摘するとともに，研究と実務を両輪とした健康危

機管理の発展に向けて日本公衆衛生学会がリーダー

シップを発揮し，他学会等との連携を含む組織的な

取り組みを行うことなどを提言した3)。

今般の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

のパンデミックでは，感染拡大当初から公衆衛生上

の様々な課題が露呈した。これを受けて2020/21年

度は，当初の重要課題であった「クラスター対策」，

「医療提供体制確保」，「市民の行動変容」に「産業

保健」を加えた 4 サブグループを設置し，25人体制

で事例や文献の収集によりモニタリングを実施し

た。これにより，保健所が地域における健康危機管

理の拠点との位置付けにも関わらず，業務急増への

対処策，医療逼迫への対応機能が未整備であり，対

策間の調整機能も不十分であることなどが明らかに

なり，全体を俯瞰する初期戦略と戦略の経時的評

価・改善が必要であると提言した4)。

COVID-19は現在に至るまで感染拡大の波を繰り

返し，保健所を始めとする公衆衛生の現場では新た

な課題に直面し続けている。一方で，COVID-19の

経験を基に大きな視点から課題を抽出し，将来のよ

り大きく複雑な危機に備えた健康危機管理のあり方

を検討することも求められる。そこで，本グループ

は2021/22年度の活動として，COVID-19対応の評

価に加えて，変化する国際情勢の影響およびあらゆ

るハザードを想定したオールハザード・アプローチ

の観点からモニタリングを行った。さらに，

COVID-19の経験を踏まえた健康危機管理の重要課

題の整理と今後の現場活動に向けた提言を目的とし

てシンポジウムを企画・開催した。本活動報告は，

以上の取り組みの概要を示すとともに，健康危機管

理の実務を担う現場とこれを支えるエビデンスの構

築を担う研究分野が共有可能な展望を示すことを目

的とする。

 活動の方法

本グループでは2021/22年度も例年に引き続き健

康危機管理に関するモニタリング活動を実施すると

ともに，日本公衆衛生学会総会でシンポジウムを企

画・開催し，COVID-19の経験をふまえた重要課題

の整理と提言のとりまとめを行った。

. 健康危機管理に関するモニタリング

2020/21年度に引き続き「COVID-19の健康危機

管理」を対象とするとともに，世界情勢の変化や

COVID-19後の新たな健康危機管理のあり方を見据

えて，「わが国および世界の健康危機」，「オールハ

ザード対応の健康危機管理体制」の 2 テーマを新た

に設定し，3 つのサブグループ・19人の体制でモニ

タリング活動を行った。各サブグループでは，MR

委員会の報告様式に準じて，裏付けとなる根拠，日

本公衆衛生学会総会抄録集のレビュー，課題の社会

的インパクト，対応の緊急度，考えられる解決の方

向性，学会への提言等の項目について検討し，年次

報告書に結果をまとめた5)。

. 学会シンポジウムを通じた重要課題の整理と

提言

第81回日本公衆衛生学会総会（2022年10月）にお

いて，シンポジウム「健康危機管理，危機事態対応

で繰り返される課題への対策コロナ禍に学ぶ現場

への提言」を企画・開催し，下記ののテーマ

について重要課題の整理を行った。テーマについて

は，健康危機管理の主体となる自治体の取り組み

と，それを支える国の支援について好事例や課題を

整理すること，そして，これらの取り組みの背景に

ある健康危機管理における法制度上の課題を整理す

ることを目的として設定した。

 ICS（Incident Command System（危機管理

調整システム））の COVID-19対応への導入

 厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推

進本部（厚生労働省コロナ対策本部）地域支援班の

経験を基にしたレジリエンス強化

 国立感染症研究所による COVID-19事例の

疫学調査支援対応

 危機管理における各国の法制度上の課題

なお，シンポジウムでは，上記のテーマを補完す

る形で，

 医療提供体制確保における課題と好事例につ

いてグループメンバーから指定発言を求めた。さら

に，モニタリング活動の結果も踏まえてオールハ

ザード・アプローチの健康危機管理の方向性につい

ても議論した。本報告では，シンポジウムでの議論

と前後のグループ内の検討の結果をもとに重要課題

の整理と提言の取りまとめを行った。

 活動の結果

. 健康危機管理に関するモニタリング

2021/22年度の健康危機管理モニタリングの結果

をテーマごとに以下に示す。

 COVID-19の健康危機管理

クラスター対応と医療提供体制は地域間格差が顕

著で，患者急増地域では破綻を経験した。当初検査

や医療調整において保健所がボトルネックと指摘さ
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れた一方で，たとえばデルタ株では国内流入の 7 つ

の起点のうち 6 つは収束するなど感染拡大阻止に実

効的な役割を果たした6)ことから，保健所には新興

感染症に対応可能な人材と技術があると考える。し

かし，度重なる業務急増による担当職員の疲弊は著

しく，人材の流出やその意欲の喪失に危機感は募り

離職者も発生している。業務継続可能な仕組みの追

加・変更は見えず，現状では新興感染症に対応可能

な公衆衛生部門の維持・展望は厳しい。一方で，国

際保健規則（IHR）に基づく合同外部評価（JEE）

という WHO が推進する国際的標準的な手法を用

いた評価において高い評価を得た「わが国の感染症

に対し保健所が提供している早期警戒と迅速な対応

が可能なサーベイランスと対応の高い地域能力｣7)

が危うくなりつつあることが懸念される。

また，わが国の自由開業医制を基盤とした医療制

度では真に必要な医療の提供が困難となりうること

も明らかとなった。医療部門においてもサージ（業

務の質と量が現有の人的物的資源を超えて急増する

事態）に備え，対応できる仕組みの追加や変更を検

討する必要がある。

 わが国および世界における健康危機

2022年 2 月のウクライナ戦争勃発以後の世界情勢

が示すように，どの国においても様々な健康危機が

生じうる。そこで，従来から議論を進めてきた「大

規模災害に関する事象」に加えて，「安全保障上の

問題に起因する事象」，「その他の事象」を対象とし，

国民に生じる健康危機の可能性やその程度・解決策

について情報収集し知見をまとめた。大規模災害に

ついては，保健医療福祉の連携調整，災害時健康危

機管理支援チーム（DHEAT）の広域調整，避難所

の確保，避難所の感染対策，地域包括ケアシステム

との連動などを検討すべき課題とした。安全保障上

の問題に起因する事象として，在外邦人保護，難

民・避難民の受入れ，その他の事象としては，電力

供給不足，エネルギー供給問題，通信障害，サイ

バー危機などを健康危機管理上考慮すべき課題とし

た。今後の方針として，在外邦人の診療受入れ先の

確保，移送体制の確保，避難民に対する保健・医療

提供体制の整備，有事の医療サージへの対応計画の

策定などを提案した。

 オールハザード対応の健康危機管理体制

近年，あらゆるハザード・脅威を対象とするオー

ルハザード・アプローチが重要とされる一方，日本

では，自然災害や大規模事故と感染症では異なる枠

組みで準備・対応が行われ，COVID-19対応でも緊

急時の効果的・効率的な保健医療資源の活用に限界

があった。このような背景を踏まえて，国・自治体

の健康危機管理の対象となるハザード・脅威を整理

し今後に向けた課題を提示した。また，海外のオー

ルハザード対応の健康危機管理体制に関する情報収

集を行い，わが国の健康危機管理体制の向上に資す

る知見をまとめた5)。

ハザード・脅威は，自然災害，感染症，テロ・戦

争，大規模事故，産業保健，環境保健（地球・宇

宙），食品衛生等，様々な領域に及ぶこと，国・地

域におけるこれらのリスクの定期的な評価やコミュ

ニケーションを通じて，リスクの程度に応じた準

備・対応が可能になることなどを確認した。今後の

方向性として，国・自治体等の主要リスクの体系的

な評価を実施し，準備・対応が不十分なリスクの把

握と体制の見直しを行うことで，あらゆるリスクに

対応可能な体制を構築することなどを示した。

. 学会シンポジウムを通じた重要課題の整理と

提言

 ICS の COVID-19対応への導入について

東京都墨田区では，COVID-19による感染症危機

に対応可能かつ持続可能な保健所組織のあり方とし

て，感染症を「災害」と捉え，災害対応における組

織運用を標準化したマネジメント概念である ICS

を導入した。2020年 1 月30日，墨田区は COVID-

19に関する危機管理対策本部を設置し，ICS に基づ

く全庁対応を開始した。指揮者（保健所長）の下，

「対策部門」，「計画部門」，「支援部門（ロジスティ

クス担当）」を設置した（図 1）。所長の直下には統

括保健師，広報担当，そして予算確保を行うコロナ

調整担当を配置し，各班を支援した。3 部門の下に

クラスター班や医療班など14の班分けをし，各班の

リーダーは，職層（管理職，係長）に関わらず，主

事や非常勤職員にも任せた。感染の波のピークで必

要になる人員（サージキャパシティ）には外部人材

を活用し，平時は10人のところ最大時には計14チー

ム200人を配置した。

ICS の導入は業務軽減につながったほか，次の

◯◯に示す望ましい効果が得られた。

◯ インテリジェンス・サイクル

危機対応に必要な情報について，収集計画，収

集，処理，分析，共有までのプロセス全体を一元管

理することができた。

◯ 戦術的活動

指揮者は感染動向や資源動員状況を把握し対応計

画（Incident Action Plan; IAP）を決定した。PCR

センター，飲食店応援「デリすみ」，民間検査会社

の誘致，繁華街の PCR 検査，地域完結型医療モデ

ル，中和抗体療法医療機関，移動式 PCR セン

ター，臨時医療施設などの地域資源を開発した。
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◯ ｢オールすみだ」で長時間労働ゼロ

組織全体で状況認識の統一（Common Operation-

al Picture; COP）が図られ，応援が容易になった。

労働時間管理，人材育成を徹底し，応援職員の定着

率を上げたことで必要な人材を確保できる体制を構

築した。第 6 波ピーク時，長時間労働者（超過勤務

月45時間）はゼロだった。

◯ すみだの「地域力」

専従の広報担当が住民に対するリスクコミュニ

ケーションを担当し，財務庶務担当が関係団体との

契約を担うことで，公民連携による協働が次々に発

生した。

以上から，ICS は感染症を含む健康危機対応にも

有益で，組織作り，機能的な資源の確保と投入，関

係者との協働に有効だと考えられた。

 厚生労働省コロナ対策本部地域支援班の経験

を基にしたレジリエンス強化

厚生労働省コロナ対策本部は，2020年 4 月に地方

支援チームを創設した後，7 月に地域支援班に改組

し全国の自治体の支援を実施した8)。感染の波の合

間には，地域の情報収集・整理，ワンストップ窓口

としての照会や助言への対応，高齢者施設等におけ

る感染制御および業務継続の支援の体制整備の推進

を実施した。感染拡大時には自治体（都道府県庁や

保健所）の本部での支援も実施した。

自治体の支援では，病床確保，看護職の派遣，検

査の企画運用，大規模クラスター発生施設対応など

にも関与した。また，国の立場を活かして，通知や

法令について実態に即した迅速かつ柔軟な解釈を提

示するとともに，先進事例の横展開，関係者との調

整などにも力を入れた。あわせて本部機能とその運

営への助言と強化に努めた。こうした活動を通じ

て，感染拡大の苛烈なサージ期においては地域を支

援しつつ，本部機能の強化や国とのホットラインの

確立といったレジリエンス強化が図れた。

本部機能と運営に関して，国際標準化機構（ISO）

223202018（セキュリティおよびレジリエンス緊

急事態管理インシデントマネジメントの指針）と

いった ICS の概念が有効とされていることから9)，

自治体支援に際して，ICS の組織構成（ incident

command structure）や統制範囲（span of control）

を意識して組織再編や人員体制の強化を促した。迅

速な強化が得られた背景には，災害派遣医療チーム

（DMAT）や DHEAT 等の教育研修の機会を通じた

ICS の概念の普及が要因として考えられた。

一方，政府レベルの本部では，職員の安全・健康

を管理するセーフティオフィサー機能の欠如など，

指揮官や幹部に必要な能力の不足も懸念される。

ICS の概念を学ぶ機会が乏しく，自治体と比較して

も立ち遅れている可能性がある。世界保健機関
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（WHO）は健康危機管理対応者のためのインシデ

ントマネジメントの教育研修コースを公開してい

る10)。こうした状況を踏まえて現在厚生労働省の職

員（幹部・管理職含む）を対象とした教育研修の検

討に着手している。

 国立感染症研究所による COVID-19事例の

疫学調査支援対応

COVID-19パンデミックの国内対応として，初期

にはクラスター対策，医療体制の確保，市民の行動

変容の 3 つが対策の中心となった11)。具体的なクラ

スター対策では，前向き積極的疫学調査による濃厚

接触者の行動制限等に加えて，可能な限り後ろ向き

積極的疫学調査を行いその感染源を推定する。これ

らにより大規模な二次感染への連鎖を防ぐことが出

来れば，再生産数は 1 を割って一旦封じ込めが可能

と推察された12)。オミクロン株による第 6 波が本格

化した2022年 2 月 9 日の事務連絡により13)医療機関

や高齢者施設に重点化したクラスター対策にシフト

するまで，保健所は精緻なクラスター対策を継続し

て大きな成果を上げた。一方で多大な業務負荷を生

じ，業務逼迫の一因にもなったと考えられた。

国立感染症研究所実地疫学研究センター（実地疫

学専門家養成コース／Field Epidemiology Training

ProgramFETPを含む）は一貫して保健所を中心

とする自治体のクラスター対策を支援してきた。国

内で実施されたクラスター対策の施設／地域／国レ

ベルの効果・影響の検証については，公衆衛生対応

が唯一の COVID-19対策であった時期と新型コロ

ナワクチン接種の効果等が複雑に影響し合う2021年

以降の時期とでは手法も異なると考えられるが，主

に以下のような方法論がある。

◯ 感染者数について，施設等で発生したクラス

ターに対して行われた疫学調査と感染伝播予防策に

よって得られた予防効果を，流行曲線等をベースに

検証

◯ 感染者数について，地域や国レベルでのクラ

スター対策に関する効果を数理モデルの手法を用い

て検証／ゲノムの分析による広域のウイルス伝播消

長を検証

◯ 重症者数や死者数に関する検証

このうち，◯のゲノムの分析による広域のウイルス

伝播消長を検証する方法については，すでに国立感

染症研究所病原体ゲノム解析研究センターによる後

方視的な分析が行われてきた。たとえばデルタ株に

関しては，大きな流行の起点が，遺伝子情報の分析

から 7 つあったことが後方視的に分かったが，うち

6 つについては自治体が封じ込めに成功してい

た6)。成功した事例にも成功しなかった事例にも

FETP が現場対応の支援を行った。7 つの事例はい

ずれもインドやネパールからの流入で，その後大き

な流行に至った 1 事例は介入に入った時点でかなり

拡大していた。変異株の国内での発生初期（いずれ

も海外から国内に侵入）においては，とくに水際対

策が機能している状況下では，国内では小規模のク

ラスター（点）から次のクラスター（点）へという

拡がり方をしていたことが多く，地方衛生研究所と

国立感染症研究所との連携のもとで迅速に分析され

たゲノム情報に基づいて，保健所による現場対応が

効果的に機能し，FETP による支援も成功裏に行わ

れた事例が少なくなかったことが分かる。

保健所によるクラスター対応は，第 6 波の初期ま

でウイルスの広がりを抑えるうえで重要な役割を果

たした。抑え切れなかったものが全国的な流行につ

ながったが，それ以前にどの程度抑えられてきた

か，クラスター対策の望ましい実施時期等とともに

検証することが重要である。

 危機管理における各国の法制度上の課題

日本の危機管理に関する法体系は，大きく「災

害」，「感染症」，そして「有事」の 3 分野に分けら

れ，互いに独立した形で存在しており，各法体系中

に他分野に関する規定はない。災害の定義として，

災害対策基本法第 2 条第 1 項に「暴風，竜巻，豪

雨，豪雪，洪水，崖崩れ，土石流，高潮，地震，津

波，噴火，地滑りその他の異常な自然現象又は大規

模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度

においてこれらに類する政令で定める原因により生

ずる被害をいう」とあり，この政令で定めるものと

して「放射性物質の大量の放出，多数の者の遭難を

伴う船舶の沈没その他の大規模な事故とする」と同

法施行令第 1 条に定められている。しかし過去に

は，自然災害以外の大規模火災，爆発事故，船舶事

故，放射性物質による事故は必ずしも災害救助法の

適用とはなっていない。

法的には危機的状態として，災害には 4 つの「災

害」の状態と，「災害緊急事態」と「警戒宣言」の

6 類型が存在し（うち 3 つは実績なし），国民保護

法や武力攻撃事態対処法には，実績はないが 5 つの

「（対処）事態」が設置されることになる（表 1）。

また新型インフルエンザ等対策特別措置法第32条に

「緊急事態」宣言がある。

災害対策基本法では，国には災害に対処する原子

力事故を含む 5 つの災害対策本部の類型（すべて設

置実績あり）があり，武力攻撃事態対処法には状況

に応じて 5 つの（対処）事態対策本部（すべて実績

なし）が設置されることになっている（表 2）。と

くに，化学・生物・放射性物質などによる大規模テ



524

表 日本において法で定められている危機事態（災害，有事，感染症）の類型

根 拠 法 内 容 実績

激甚災害 災害対策基本法第97条又は激甚災害法 自治体が実施するインフラの復旧事業に対する

国庫補助率を 1～2 割程度引き上げ，また中小

企業の資金操りへの支援の特例措置

あり

特定非常災害 災害対策基本法第108条もしくは政令

で指定。又は特定非常災害特別措置法

2 条 1・2

行政上の権利権益に係る満了日の延長（運転免

許証有効期限延長など）期限内に履行されな

かった義務の免責など，種々の行政上の特例措

置を通じて被災者を救済

あり

非常災害 大規模災害からの復興に関する法律第

2 条 9 又は大規模災害復興法

復興計画の策定，漁港，道路，海岸保全施設，

河など復旧事業の国による直轄事業として代行

あり

特定大規模災害 災害対策基本法第28条 2 第 1 項又は大

規模災害からの復興に関する法律 2 条

1 項

復興対策本部が定めた復興計画を国が実行する

ために都市計画法，土地改良法，森林法等の規

定に対する都市計画上の特例と災害復旧事業の

権限代行措置

なし

災害緊急事態 災害対策基本法105（基本は国会承認） 政令による緊急措置（109条）◯生活必需物資

の管理，◯物価の統制，◯債務支払いの延期，

◯海外からの支援受け入れなど（違反者には罰

則あり）

なし

警戒（宣言） 大規模地震対策特別措置法（大規模災

害復興法）第 9 条

地震防災対策強化地域における各種計画に基づ

き地震防災応急対策を実施，自衛隊や自治体に

対策の支持要請（13条）

なし

重要影響事態 重要影響事態安全確保法第 1 条 そのまま放置すれば我が国に対する直接の武力

攻撃に至るおそれのある事態等我が国の平和お

よび安全に重要な影響を与える事態

なし

存立危機事態 国民保護法 1 条と 2 条

武力攻撃事態対処法 1 条と 2 条

我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻

撃が発生し，これにより我が国の存立が脅かさ

れるような事態

なし

緊急対処事態 武力攻撃事態対処法第22条

国民保護法第172条

テロ等武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多

数の人を殺傷する行為が発生した事態又は当該

行為が発生する明白な危険が切迫していると認

められるに至った事態

なし

武力攻撃予測事態 国民保護法 1 条と 2 条

武力攻撃事態対処法 1 条と 2 条

武力攻撃予測事態 武力攻撃には至っていない

が事態が緊迫し，武力攻撃が予測されるに至っ

た事態をいう。

なし

武力攻撃事態 国民保護法 1 条と 2 条

武力攻撃事態対処法 1 条と 2 条

武力攻撃事態 武力攻撃が発生した事態又は武

力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると

認められるに至った事態をいう。

なし

緊急事態（宣言） 新型インフルエンザ等特措法32条 新型インフルエンザ等が国内で発生し，その全

国的かつ急速なまん延により国民生活および国

民経済に甚大な影響を及ぼす場合等

あり

災害に関する 6 類型のうち 3 つと有事に関する類型は実施実績がない。
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表 危機事態（災害，有事，そして感染症）に際して法的根拠に基づき設置される対策本部

●災害対策本部［地方自治体の首長］

災害対策基本法第23条 1 項（都道府県）および 2 項（市町村）

●特定災害対策本部［防災担当大臣その他の国務大臣］

災害対策基本法第23条の 3 項，2021年 7 月豪雨が第 1 号，2022年 9 月台風が第 2 号

●非常災害対策本部［内閣総理大臣］

災害対策基本法第24条，1977年 8 月（昭和有珠山噴火)～2020年 7 月豪雨まで26回設置

●緊急災害対策本部［内閣総理大臣］

災害対策基本法第28条の 2，2013年 3 月東日本大震災のみ

●原子力災害対策本部［内閣総理大臣］

原子力災害対策特別措置法第16条，2013年 3 月福島第一原発事故のみ

●新型インフルエンザ対策本部［内閣総理大臣］

2007年10月閣議決定

●新型コロナウイルス感染症対策本部［内閣総理大臣］

2020年 1 月閣議決定および新型インフルエンザ等特措法第15条

●それぞれの事態対策本部［内閣総理大臣］

武力攻撃事態対処法10条（実績なし）

有事以外はすべて設置された実績がある。［ ］内は本部長。
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ロは，武力攻撃事態対処法の中の「緊急対処事態」

として位置づけられている。

海外では，ローマ法典の流れをくむ欧州連合

（EU）加盟国のほとんどが憲法に「緊急事態条項」

を有しており14,15)，今回の COVID-19のパンデミッ

クに際して，一部の加盟国は実際にこの条項を用い

て，行動制限など基本的な人権への制限を課し

た16)。しかしマーシャル・ルールに基づき憲法に緊

急事態条項を持たない英米圏15)や，憲法の緊急事態

条項を発動しなかった EU の多くの国は，既存の法

律を改正または新たな法律を作って行動規制を行っ

た。これら行動規制を行った国の中には，逮捕・罰

金という刑法上の措置を用いて対処した国もあっ

た16,17)。一方日本では，感染症法等の改正（2021年

2 月）により，飲食店の営業など行動規制に関連す

る罰則が設けられたが，刑法上の科料とは異なる一

種の行政罰である過料の範囲にとどめている。

 医療提供体制等について

感染拡大初期においては，地域の医療機関の確保

が課題となったが，診療所をはじめとする小規模医

療機関では特段の感染防止対策を実施しておらず，

感染リスクへの懸念が大きかったことから，帰国

者・接触者外来等の確保が困難であった。これに対

して，地域外来・検査センターの設置など，検査・

診断キャパシティ確保に向けた取り組みが各地で進

められた18)。保健所と地域医師会，大学の公衆衛

生・感染対策の専門家が連携して，診療所等の感染

対策の助言・指導を行い，検査・診断を安全に実施

できる診療所等を拡充した事例など，地域のリソー

スを効果的に活用した取り組みも報告されてい

る18)。医療機関の感染対策については，2022年度の

診療報酬改定で新設された「感染対策向上加算」，

「外来感染対策向上加算」により，診療所を含む地

域の医療機関，医師会，保健所の連携による感染防

止対策の底上げが期待される19)。

入院調整にあたっては，COVID-19患者の入院診

療を担う重点医療機関等を設置するなど，医療機関

の機能分担による病床確保の効率化に向けた取り組

みが実施された20,21)。第 5 波以降は，自宅療養者の

健康観察や入院調整を地域医師会や医療機関等と連

携し，地域医療の枠組みでCOVID-19対応を行う体

制を整備した自治体もある20)。保健所と医療機関等

の連携推進事例22)や DMAT による入院調整等の体

制整備支援事例もある23)。

COVID-19の対応を通じて，保健所と医療機関の

連携がかつてない規模で推進されたことは，今後の

国・自治体の健康危機管理能力の向上につながるも

のと期待される。一方で，対応の最中に試行錯誤の

中で行われた取り組みも多く，効果の検証や他の健

康危機での実効性が課題である。

 シンポジウムでの議論以上の各発表

を踏まえ，以下のような議論があった。

◯ 感染拡大の波が繰り返す都度，危機は大きさ

を増し保健所はサージを経験した。職員は休養

なく勤務し業務継続が困難な状態に陥ったが，

地域差や波ごとの差もあった。自治体単位では

多様な改善・工夫が行われて職員育成の機会に

もなったが，職員の疲弊は大きかった。地域・
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組織全体での対応体制をタイムリーにとれな

かったところも多い。ICS で対応した墨田区の

特徴として，危機意識の土壌，ボトムアップの

醸成力，トップダウンの発信力が挙げられる。

◯ 保健所の現場からみると，医療供給に偏りが

あり，軽症者の診療能力が不足していた。一方

で，保健所と医療機関等との連携や，入院医療

と外来診療部門との効果的な調整を可能にする

地域活動が多数報告されており，全国的な組織

間連携体制の構築につながる事例として期待さ

れる。

◯ 第 6 波以降は保健所および医療の逼迫は全国

に拡大したが，対応には地域差があった。国は

望ましい準備など詳細な事務連絡を発出した

（2021年10月 1 日事務連絡）。全国で望ましい体

制・仕組みづくりを実現するためには多機関連

携が重要である。また，組織の危機管理の充実

に向けて，責任者の直下に専門家を配置しコ

ミュニケーションを図ることや，情報技術ツー

ルの利用に関するルールの策定が必要である。

◯ ｢新型インフルエンザ等対策政府行動計画」

によると，国内感染期は「国内のいずれかの都

道府県で患者接触歴が疫学調査で追えなくなっ

た状態」とされている。しかし，実際には「地

域感染期（各都道府県で新型インフルエンザ等

の患者接触歴が疫学調査で追えなくなった状

態）」においても長く全数把握が続いた。今後

の保健所には技術力（積極的疫学調査，クラス

ター対策）の強化と，保健所の対応能力を超え

る場合の対策・対応として組織ごとに全体を俯

瞰する役割・機能が必要である。

◯ 危機であるという認識の共有に時間を要し，

人員調整が間に合わなかった。リアルタイムに

人員調達のできる持続可能な仕組みを現行法下

で構築可能か検討する必要がある。オールハ

ザードという観点から言えば「緊急事態という

特別な状況」を想定した憲法を持ち，COVID-

19のパンデミックに際してこの条項を用いて行

動制限など人権への制限を課した国も一部あ

る。他の先進国と比べて，わが国の COVID-

19対応では法に基づかずに集団の同調圧力を借

りて行動制限を行ったと受け取れる。そのため

に方針変更に時間がかかるという結果を生んだ

かもしれない。

その上で，わが国における危機時の迅速な対策転

換に有用な方策，法（立法という国民の合意），あ

るいはその運用方策としては，現場力の強化か，法

制度へのアプローチか，といった仕組みや法のあり

方が主要な議論となった。法や仕組みで対応できる

こと・できないことがある。今こそ多分野間連携に

よって仕組みと現場力に分けて検証し，現場ででき

るものはボトムアップで作り上げるチャンスではな

いかと総括した。

 考 察

COVID-19を経験したわが国の健康危機管理につ

いて，本グループ活動として重要課題の整理と提言

のとりまとめを次のように行った。

重要課題として，1) COVID-19対応における保

健・医療現場での業務継続を可能にする仕組み・人

材育成方法の構築，2) 安全保障やエネルギー，情

報通信技術等に起因する新たな健康危機対策の検討，

3) 効果的効率的な保健医療資源の活用に向けたあ

らゆるハザードを想定したリスクの把握と分野横断

的な取り組みなどが整理された。また，今後に向け

た提言として，1) ICS の導入により全庁体制で効

果的な対応を実現した地域もあったことから，全国

で好事例や工夫を集約・評価し，自治体の対応能力

の向上につなげる仕組みが求められること，2) 保

健所におけるクラスター対策等の技術力の強化に加

えて，将来の想定外の緊急事態に備えて自治体全体

を俯瞰する役割・機能が必要であること，3) オー

ルハザード・アプローチの健康危機管理に向け，法

制度や仕組みのあり方についての学術的検討により

現場レベルでボトムアップの人材育成や業務改善に

取り組む必要があることをとりまとめた。

2023年 2 月中旬現在，第 8 波と言われる感染拡大

はピークアウトしたように見えるが，変異ウイルス

による新たな感染拡大が懸念されている。第 5 波ま

では感染拡大に地域差が大きかったが，第 6 波以降

は全国に拡大して，これまで全国の多くの保健所は

保健医療の破綻の淵を経験した。また，保健所長を

含む保健所職員の心身の状況に少なからざる影響が

あった。かつてこれほどの長期間に渡り，これほど

の緊張を強いられたことはない。2022年度全国保健

所長会の会員協議では，保健所業務における組織内

サージ，また全国にサージが拡大した場合の考え方

や行動について将来的な健康危機に備えた教訓と集

合知の形成を目指すべく議論を深めた24)。今後，第

8 波までを経た成果として，さらにいまだ見ぬさら

に大きなサージから国民を守る未来の公衆衛生現場

のために，今ある人材を守りながら今後の人材を育

成する自律的改善の仕組みを作る必要がある。

わが国の COVID-19の致死率および死亡者数は

他の先進国に比べて低いが，COVID-19の健康影響

を広く捉えて考える時，超過死亡は一つの指標とな
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り得る25)。またたとえば損失生存年数（YLL）や

質調整生存年数（QALY）など広範な公衆衛生上の

影響を包含したアウトカム指標を用いた評価26,27)は

少なく，この評価に基づく改革案も公衆衛生と医療

の現場には伝わってこない。自殺やがんの発見・治

療の遅延，フレイルの増加等，公衆衛生全体を俯瞰

する機能も必要であり，健康危機管理以外の分野，

さらには公衆衛生以外の多分野における影響のト

レードオフに関する分析も必要であろう28,29)。

 結 論

MR 委員会のモニタリング活動とシンポジウム

の企画・開催を通じて，COVID-19対応の教訓を踏

まえつつ未経験の健康危機への対応も想定した上

で，オールハザード・アプローチに基づく「危機対

応の仕組みと人材」の向上のため全庁的な取り組み

を全国規模で推進することが必要であると考えられ

た。

本論文は，日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・

レポート委員会 健康危機管理モニタリンググループ

（健康危機管理，保健所・衛生行政・地域保健）の活動の

一環として報告しました。本論文に関して，開示すべき

COI はありません。
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